
第7部　その他

7－1　選 挙 ･ 財 政


統計表の編成と基礎資料

この分野は、選挙に関する統計表及び財政に関する統計表で編成されている。選挙に関する統計表は、選挙における有権者数及び選挙ごとの投票状況からなり、財政に関する統計表は、各会計決算額、市債現在高及び市税収入額の各統計表からなる。基礎資料は、『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』であり、そのほかに、逮挙については『選挙記録』及び『名古屋の選挙40年の記録』を、財政については『名古屋市歳入歳出決算書』、『市債一覧表』及び『市税関係決算書』などを利用した。
選挙制度の変遷

現在の選挙制度は、公職選挙法による完全普通選挙制であるが、明治22年市制施行当時からの制度の変遷を見てみると、大正14年までの｢制限選挙の時代｣、昭和21年までの｢男子普通選挙の時代｣、昭和22年以降の｢完全普通選挙の時代｣の3つに大別される。以下、選挙権の拡大について概説する。
｢制限選挙の時代｣の選挙権について、明治22年に本市で初めて市議会議員選挙が行われた時の例でみると、｢年齢25歳以上で一戸を構え、治産の禁を受けていない男子｣で、｢2年以上市町村の住民｣として｢地租を納め、もしくは直接国税年額2円以上を納める｣ことが要件であった。その後、大正10年に選挙権は拡張されたものの、いぜん厳しい制限が残っていた。また、こうした納税額などの制限が選挙ごとに異なっていたこともこの時代の特徴といえる。
次の｢男子普通選挙の時代｣は、大正14年に衆議院議員選挙法が改正されたことに始まり、大正15年には府県制、市制、町村制にも採用された。納税要件が廃止されたことで、例えば市議会議員選挙では、25歳以上の男子で2年以上市町村の住民であれば、選挙権が得られるようになった。
現在の｢完全普通選挙の時代｣は、昭和20年衆議院議員選挙法の改正から始まり、選挙権、被選挙権の性別制限が撤廃された。第二次大戦後初めての市長選挙(昭和22年4月5日)と市議会議員選挙(昭和22年4月30日)では、20歳以上の男女で6か月以上(現在は3か月以上)市町村に住所を有する者に選挙権が与えられた。その後、昭和25年にそれまでの個別に定められていた各種選挙法を1つにまとめ、選挙制度全般にわたる統一的な法律として公職選挙法が制定され、国政あるいは地方政治への参政権、選挙手続きなどが規定された。
財政制度の沿革

第二次大戦前の財政制度は、明治21年に公布された市制町村制が基本となっており、地方税制度、地方配付税制度などにより運営されていた。市町村費の支出及び市町村費で行う事業は原則として議会の議決に従うことなど、地方財政の自主性は認められたものの、全体的に中央集権主義を基調とするものであったため、幾多の改正にもかかわらず国の施策の影響が強かった。
第二次大戦後は民主化の流れのなかで、地方財政制度も種々の施策が講じられた。昭和23年地方財政法が制定され、財政運営の基本原則や国との経費負担区分が規定された。しかし、インフレやドッジ政策による緊縮財政の影響で地方財政は窮迫した。地方財政強化のため昭和24年にはシャウプ勧告がなされ、昭和25年地方税法が全面改正された。この時、国税などへの附加税制度を廃止し、地方税法に定めるところにより地方自治体が独自に課税する制度となり、同時に地方配付税制度を地方財政平衡交付金制度に改めた。だが、これらの改正も決して十分とはいえず、昭和29年地方財政平衡交付金制度は地方交付税制度に改められた。この他、昭和30年度に地方道路譲与税、昭和31年度に軽油引取税･都市計画税･国有資産等所在市町村交付金及び納付金が新設されたが、地方財政制度の基本部分は変更されていない。昭和30年代から40年代の高度経済成長は大都市への人口の集中を招き、その財政負担の増加をもたらした。そして、昭和48年の原油値上げを契機とする第1次石油危機は、地方財政にも大きな影響があった。昭和50年には事業所税が新設されたものの、税収不足を補うために本市でも昭和50年度以降、財源対策債などが発行され、全国的にも地方財政の公債依存度は強まった。近年では、国庫補助負担率の引き下げや公債償還費の増加など地方財政運営は予断を許されない状況にある。
